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01｜ はじめに
2022年5月に、IT化を主な目的とした民事訴

訟法（以下、本稿では単に「法」という。）改正
がなされた。これに伴い、訴訟のあり方は大きく
変わる。これは、弁護士の方のみならず、法律事
務所事務職員（以下、本稿では単に「事務職員」
という。）の方にも影響を与える事柄である。本
稿では、弁護士・事務職員双方を対象として、民
事裁判実務がどのように変化するかについて述べ
る。ただ、なにぶん現在進行形の変化を取り上げ
るので、予測を含んだものであることをあらかじ
めお断りしたい。

02｜ これまでの経緯
（1）IT化前史

もともと法律実務は、ITに馴染むものである。
なぜなら、法令・判決そして事実関係というイン
プットから、助言・判決といったアウトプットを
生成する情報処理の性質を持っているからであ
る。1970年代に行われた初期のAI（エキスパー
トシステム）研究の対象として、法律推論はメ
ジャーな分野であった。※1 

そして、情報処理の基礎を形成するため、法情
報へのアクセスを可能とする取組も古くから行わ
れてきた。1990年代にはアメリカでFree Access 
to Law運動が起こり、全ての裁判記録にアクセ
スできるPACERというデータベースが公開され
た。 図1

（2）日本の対応
日本も拱手傍観していたわけではない。
1996年の法改正では、電話による弁論準備手

続が導入された。実は、日本は後述する3つのe
のうちe法廷（e-Court）については他国よりも進
んでいた面がある。このことが、後に3つのeの
うちe法廷を先行的に実現させる素地となった。※3

2001年の司法制度改革審議会最終意見書では、
訴訟手続・事務処理・情報提供などの各側面でIT
を積極的に導入することを最高裁に求めている。
判決公開についても、判例情報をプライバシー等
へ配慮しつつインターネット・ホームページ等を活
用して全面的に公開し提供すべき、としていた。※4 

2004年11月の法改正では、法132条の10が
追加され、「民事訴訟に関する手続における申立
てその他の申述」は電子情報処理組織を使って、
すなわちコンピュータとネットワークを使ってで
きるとされた。したがって、法律的にはこの時期
に既に訴状も含む事件記録を、データの形でネッ

※1 新田克己「法律エキスパートシステム」人工知能学会誌1990年5月369頁　※2 https://pacer.uscourts.gov/　※3 2013年には家事事件において双方非対席のテレビ会議システムによる調
停等の手続が開始された。　※4 https://www.moj.go.jp/content/001382366.pdf

図1  �PACERウェブサイト※2 
（現在のPACERのウェブサイトは、判例検索のみならず、電子提
出等を含む統合的なものとなっている。）
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トワーク経由で提出することができるように手当
てがされていた。しかし、法律はあっても、下記
のような部分的なものを除き、実際に運用する本
格的なシステムや規則が整備されないまま20年
近くが経過してしまった。

（3）札幌地裁での実験的導入
2004年7月には実験的に札幌地裁において、

一部手続のオンライン申立てが開始された。対象
は、 図2 の各手続であった。

しかし、このシステムには、①提出する電子デー
タに政府認証基盤と相互認証された電子署名を付
与しなければならず、かつ、②最高裁認証局の自
己署名証明書でログイン認証を行うという、ITに
疎い人には聞いただけでやる気をなくすような
ハードルがあり、かつ手続のごく一部しか扱えな
いという欠点があった。そのため結果としてほと

んど利用されなかったという不幸なシステムで
あった。IT化を実現する上では、利用者目線に立
つ必要があるという大切な教訓を、今に伝える遺
産といえる。

（4）督促手続オンラインシステム
2006年9月からは、支払督促の手続について、

オンライン申立てのシステムが稼働した（最初は
東京地裁管内の事件のみ。2010年11月から全国
展開）。このシステムは金融機関など大量の申立
てを行うユーザには広く利用されている（年間9
万件以上）。

しかし、このシステムも政府認証基盤と相互認
証された電子署名が必要であり、申立用プログラ
ム（アプリ）をパソコンにインストールする必要
があるなど、高いハードルがあった。結果として、
市民や弁護士としては利用メリットをあまり感じ
られなかった。特に代理人として使用するために
は、本人が電子署名された委任状を作成し、代理
人が申立書に電子署名するという手間がかかる。
筆者は2009年3月に初めて利用してみたが、そ
のとき書記官から「先生が弁護士としては初めて
の利用者です」と言われたので、開始から2年半
ほどの間、弁護士は誰も利用しなかったものと思
われる。

（5）諸外国での進展
このように日本における訴訟IT化が部分的な

ものに留まっている間に、諸外国のオンライン申
立て（裁判記録のデータ保管を含む）が 図3 の
ように進展していった。日本経済には失われた
30年があるといわれるが、日本司法IT化にも失
われた20年があった。

世界銀行がまとめたビジネス環境ランキングに
おける契約執行（裁判所手続）は、1位・シンガポー
ル、2位・韓国であるが、日本は50位に沈んでい
る（2019年）。

（6）内閣官房での検討会
こうした状況を受け、日弁連の弁護士業務改革

委員会や民事司法改革推進本部（当時）では、継

※5 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/saiban/dai1/siryou2.pdf　

図2  �札幌地裁のオンライン申立てサイト

図3  �諸外国のIT化進展状況 
（内閣官房「裁判手続等のIT化について」※5から抜粋）



20 NIBEN Frontier   2023年5月号

※6 平岡敦「日本におけるe裁判の現状と展望」NIBEN Frontier 2015年5月 34頁　※7 https://www.moj.go.jp/content/001365873.pdf　※8 事件記録のデータ保管は、ｅ事件管理の要素で
あるという見方もできる。ここではｅ提出が事件記録データ化の出発点になるという観点を重視して、ｅ提出の要素としている。

続的に司法IT化に関する提言を行っていた。※6し
かし、IT化推進の気運は高まらなかった。そうし
たところ、いわば外圧のような形を取って、司法
IT化の動きが開始した。

2017年10月、裁判手続等のIT化検討会が開
始し、翌年3月に「裁判手続等のIT化に向けた取
りまとめ―「3つのe」の実現に向けて―」を発
表した。この中では、将来的に法改正を行うこと
を前提に、民事訴訟制度を支えるITシステムを「3
つのe」というサブシステムに分けて構築すると
いう考え方が示された。

（7）法制審IT化部会から法改正へ
3つのeを実現するための法制度を検討するた

めに、法制審の準備会的意味合いを持つ商事法務
の民事裁判手続等IT化研究会が2018年7月から
2020 年 1 月まで開催された。それを受けて、
2020年6月から2022年1月まで、法制審IT化
部会が開催され、改正法の要綱案を作成した。※7

要綱案は、表1 のような内容を含んでいる。「そ
の他」に記載した事項は、IT化とは直接の関連は

ないが、今般併せてなされた改正事項である。

03｜ IT化の基本的枠組み
（1）3つのe

3つのeは、 図4 のようなものである。
e事件管理により、事件を識別する情報・登場

人物・進行状況・扱われた事件記録等が一元的に
データベースで管理される。関係者間での認識が
共有され、円滑な進行に資する。代理人からの報
告がなくても、当事者も即時に事件の進行状況を
把握でき、透明性が向上する。

e提出により、提出コスト・保管コストが削減
される。事件情報もデータのまま保管される。※8

情報がデータになることで、検索・移転・再利用・
分析等が容易になる。これが最も大きな利点であ
る。例えば、準備書面で認否を書くときに、相手
方の書面をコピペして活用するなどということが
容易にできる。これは判決を書く裁判官も同様で
あろう。移審時の記録の移転も簡単である。

e法廷により、裁判所への移動コスト・時間が
削減され、期日指定が容易になる。正味30分の
期日でも、前後の移動があると1時間強の空き時
間が必要であるが、e法廷であれば正味30分の空
き時間で期日が入る。ハンディキャップがある方
にとっても大きなメリットとなる。

（2）3つのフェーズ
最終的には上記の3つのeを実現するのである

が、事件記録のデータ保管・e法廷による口頭弁
論期日等の実現には法改正が必要だし、e提出・e

ｅ事件管理
事件情報や事件記録を
データベースで管理し、

オンラインで閲覧

ｅ法廷
ウェブ会議等で
期日等を実施

ｅ提出
訴状・準備書面等の

事件記録を
オンラインで提出、
デジタルで管理

図4  �3つのe
図5  �3つのフェーズ 

（「裁判手続等のIT化に向けた取りまとめ」から抜粋）

表1  �要綱案の内容

ｅ提出 ①オンライン申立て　②事件記録の電子化　
③電子納付　④電子送達　⑤電子証拠

ｅ法廷 ①口頭弁論　②争点整理手続　③証人尋問　
④その他の証拠調べ手続

ｅ事件管理 ①事件記録の電子化　②電子判決　③電子調書　
④電子記録の閲覧・複製

その他 ①法定審理期間訴訟　②住所・氏名等の秘匿制度　
③郵便費用の手数料一本化
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事件管理の実現にはシス
テム構築が必要であるた
め、できるところから順
次実現していく方策が採
られた。それが 図5 の
3つのフェーズである。

まずは、現行法下で、
既存のウェブ会議システ
ムを活用して実現できる
争点整理手続についての
e法廷（フェーズ1）。次
に、法改正を経て、既存
のウェブ会議システムを
活用して実現できる口頭
弁論期日等についてのe法廷（フェーズ2）。最後
に、システム構築が必要となるe事件管理とe提
出を実現する（フェーズ3）。

04｜ 実現スケジュール
3つのフェーズの実現スケジュールは 図6 の

とおりである。
（1）フェーズ1

まず、2020年2月から、Microsoft社のTeams
を使って、フェーズ1が開始された。折しもコロ
ナ禍によるリモートワークが進み、ウェブ会議の
必要性が高まったこともあって、大きな問題もな
く受け容れられ定着している。本稿執筆時点で、
既に全ての地裁本支部で利用さている。※9

（2）フェーズ3の先行実施
次に、フェーズ3をスムーズに実現するために、

現行法下でも容易に実現できる準備書面及び書証
のオンライン提出のみを実現するフェーズ3の先
行実施が行われた。そのために裁判所がmints（民
事裁判書類電子提出システム）というウェブシス
テムを構築し、提供している。 図7

mintsの利用は、2022年4月に甲府と大津の各
地裁で始まった。2023年1月からは高裁所在地
の地裁で利用が開始されている。同年6月には東
京以外の高裁・全地裁本庁、9月には東京高裁、

11月には全地裁支部で利用が開始される予定で
ある。

mintsは、当事者双方に訴訟代理人等があり、
双方がmintsの利用を希望する事件において利用
できる。訴訟係属後、書記官から、双方の訴訟代
理人等に対し、mints利用について意向の確認が
なされることになる。

なお、フェーズ3の先行実施の段階では、デー
タで提出されても、そのデータを事件記録として
は扱わず、裁判所において敢えてプリントアウト
したものが事件記録となる。改正法が未施行だか
らである。ただし、mintsは過渡期のシステムで
あり、後述の新システムの運用が開始されると、
利用されなくなる。

mintsの利用方法については、［後編］11（次号
掲載）参照。

※9 家庭裁判所では、一部庁において、シスコシステムズ社のWebexを活用した調停手続が行われている。今後、民事・家事の裁判所がTeamsとWebexのいずれを使用していくのかは不明である。しかし、
Teamsの汎用性・使用実績を考えると、少なくとも民事事件ではTeamsの活用が続く可能性が高い。

図6  �3つのフェーズの実現スケジュール

図7  �mints（チャットボットが質問に答えてくれる）
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（3）フェーズ2
2023年3月1日からは、改正法に基づき、双

方がウェブ会議で参加できる弁論準備及び和解の
期日が開催可能となった。さらに、2024年5月
からは、口頭弁論期日も、双方ウェブ会議で参加
可能となる。

ウェブ会議のツールは既にTeamsの運用が定
着している現状に鑑みると、現状のままTeams
となる可能性が高いのではないか。

各期日の開催要件などについては［後編］09（次
号掲載）参照。

（4）フェーズ3の本格実施
フェーズ3になると、事件記録がデータで保管

され、事件情報をデータベース管理するため、事
件管理システムを構築する必要がある。2022年
12月に最高裁の調達情報が開示されており、今後、
システム開発が進むと考えられる。

開発スケジュールは開示されていないが、2026
年5月までに完全実施が必要になるため、2025
年中にはシステムテストのための試用が開始され
ると予測する。

事件管理システムが運用されると、訴状を含め
た全ての事件記録をオンライン提出することが可
能となり、裁判所においても印刷することなく
データのまま事件記録を保管できる。事件情報（メ
タ情報）もデータベース管理され、裁判所内部だ
けでなく、当事者・代理人も参照が可能となる。

	

05｜ 法律事務所の実務への影響の影響
ここからは、我々弁護士や事務職員の仕事にど

のような具体的な変化が生ずるのかについて検討
していきたい。影響は業務全般に及ぶ。訴え準備
段階→訴訟係属中→訴訟終了後と、広範かつ包括
的なものであるといえる。ただ、全般的にいえる
のは、業務の利便性を増すものであるということ
である。もちろん最初は多少の戸惑いや失敗もあ
ろうが、結果としては我々の仕事を効率的かつ高
度なものにしてくれる。

なお、繰り返しになるが、実務への影響につい

ては、予測の部分がかなり入っていることをお断
りする。

06｜ 訴え提起前
（1）書証のデータ化

まず訴え提起前の実務への影響である。前提に
しないといけないのが、弁護士（委任を受けた訴
訟代理人）等にとっては、オンライン申立てが義
務化されるということである（法132条の11第
1項。本稿では特に断りがない限り改正法での新
しい条項数を用いている。）。※10オンライン申立て
を行うためには、提出する事件記録をデータにす
る必要がある。

したがって、依頼者から受領した証拠となるべ
き書面のうち、証拠として活用するものは、スキャ
ナやカメラでデータ化することが必須の作業とな
る。データ化するに際して、どのような解像度に
しなければならないといった制限はない。ただ、
あまりに不鮮明だと証拠力が低下する。したがっ
て、複合機やスキャナを活用して、一定の解像度
と鮮明さを確保する必要がある。一方、新システ
ムではアップロードできるデータに一定の制限が
課せられることも想定されるので、その制限内で
証拠力が失われない限度での解像度を確保すべき
である。※11そのため、スキャンをするに際しても
適切な解像度を設定したり、いったんスキャンし
たデータの解像度を落としたりするといった操作
も必要となる。 図8

書証ではなく、もともと電磁的記録であるいわ
ゆるデジタルネイティブな証拠の問題であるが、
交通事故のドラレコ動画など容量が大きくなるも
のについては、動画編集を行って必要な部分だけ
に限定するとか、別途DVDを作成して提出する
などの工夫が必要になろう。

（2）提出ファイルの種類
提出できるファイルの種類は、法制審の要綱案

では、追って規則等で指定されるものとされてい
る。法制審の中間試案では「解読方法が標準化さ
れているもの」という表現が使われていた。※12予

※10 法制審では、本人訴訟における義務化も検討されたが、見送られた。ただし、国会での付帯決議では、５年後に見直しを行う旨の記載がある。　※11 mintsでは、一度にアップロードできるファイルの容
量は50MBまでとされている。　※12 中間試案補足説明14頁 https://www.moj.go.jp/content/001342958.pdf
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ティブな証拠については、電磁的記録の証拠調べ
（法231条の2）としてデータ提出が可能である。

証拠については、名義や内容の真正さが問題と
なる。①書証は、原本となる書面があるので、提
出したPDF等のデータとの照合を行うことで確
認できる。それに対して②デジタルネイティブな
証拠の場合には、元のデータも提出したデータも
同じものだから、原本確認という観念がない。
表2

しかし、デジタルネイティブとはいっても、コ
ピーする過程で手が加わるということはあり得る。
そうすると、元データと提出データの同一性が問
題となる。名義が詐称されてデータが作成されて
いるおそれもある。そこで、データの名義・内容
の真正さをどのように確保・証明するか、が問題
となる。それを確保するための方法が、電子署名、
タイムスタンプ又は電子契約等である。 図9

弁護士・事務職員には、デジタルネイティブな
証拠について、その名義や内容の真正さを確保す

表2  �証拠の種類（書面とデータ）

種類 根拠法令 同一性の比較対象
書面 法132条の10 原本との同一性

データ 法231条の2 元データとの同一性

測では、PDF・JPEG・MOV・MP4といった汎
用的で、パソコンに最初から入っているソフト
ウェアで再生できるものは使えることになるので
はないか。

一方で、医療データに使われるDICOM形式の
ファイル、デザインで用いられるAI形式のファ
イル、プログラムの瑕疵などを争うために必要と
なるexe形式のファイルなど、特別なソフトウェ
アなしに再生できるわけではないけれど、証拠と
しては必要性が高いものがある。これらについて
は、他の汎用的な形式に置換した形式で提出する
ことが考えられる。しかし、exe形式など他の形
式に置換できないものもある。そういった場合は、
再生ソフトウェアを同時に提出する、検証による
証拠調べを前提として提出する、といった手段が
考えられる。

このように新システムに対してファイルを証拠
として提出するためには、画像や動画を作成した
り、それらを編集したり、他の形式に変換したり
する操作が必要になる場合がある。弁護士や事務
職員にもそのような能力が要求される。

（3）証拠の名義・内容の真正さ確保
証拠には、①元は書面（紙）であるものを訴訟

のためにスキャンしてデータ化したものと、②最
初からデータになっているもの（デジタルネイ
ティブ）の2種類がある。①書証の写しのデータ
提出については、法132条の10の「書面等」と
してデータ提出が可能である。②デジタルネイ

図8  �Windows標準ソフトである「フォト」での解像度設定
図9  �Adobe Acrobat Readerでの電子署名の確認 

（電子認証局会議のサイトから抜粋・一部加工）
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るために、電子署名を付与したり、電子契約サー
ビスを活用したりする能力が求められる。また、
相手方から提出されたデータについて、名義や内
容の真正さを確認するデジタルフォレンジックに
関する知識も要求される。これらについては専門
家の助力を得ることも必要となろう。しかし、基
礎的な知識が分かっていないと対応しようがな
い。本稿ではそれについて述べる紙幅がない。

 
（4）主張書面の作成

訴えを提起するためには、訴状・申立書等の主
張書面を作成する必要がある。これは従来と変わ
るわけではなく、Wordなどで作成する。それら
を最終的にどういった形式で提出するのかは、現
時点では明確ではない。PDFに変換しないといけ
ないのか、例えばWord形式のまま提出できるの
かは未定である。

PDFだと改行マーク等が消えてしまうので、
Word形式で出した方が再利用がしやすい。一方、
Word形式だと内容を変えられてしまわないか?
という疑問がある。しかし、新システムに提出し
たら、提出者も変更できないようにすることで（不
変ストレージ）、そのような心配は払拭できる。
図10

 

（5）署名押印に代わる措置
主張書面への押印はどうなるのか。法132条の

10第4項は、署名押印に代わる措置で足りるとし
ている。具体的なやり方は規則に委ねられている
が、おそらく新システムのアカウント取得時に付
与されるIDとパスワードを入力してログインす
ることによって、署名押印に代わる措置がなされ

⃝PDFなので変更できない
⃝加工や再利用がしにくい

不変ストレージ

⃝�不変ストレージに一旦入れたら、 
その中にあるものは変更不可

⃝�ダウンロードしたものの変更はできるので、
加工や再利用がしやすい

⃝�Word等はバージョンによって表示が異なる

図10  不変ストレージ

た、ということになろう。したがって、押印は不
要となる。ただし、IDとパスワードだけだと漏
洩によって詐称されるリスクがあるので、携帯電
話等を使った多要素認証が導入される可能性が高
い。mintsにおいても、固定電話への音声通知・
携帯電話へのショートメッセージ・認証アプリの
3種類の多要素認証が用意されている。※13

（6）訴訟委任状
訴訟委任状をどのような形で作成・提出するの

か、現時点では明確にはなっていない。予測では、
書面（紙）に押印して作成したものをスキャンし
てPDF等にして提出することになろう。当事者
本人が新システムのアカウントを取得していれ
ば、システムの機能として委任行為ができること
も考えられる。しかし、現状では三文判を押して
出しているものについて、システムになると急に
高度にする必要があるのか、といわれると疑問で
ある。

（7）添付書類
添付書類の取得・提出についても変容の可能性

がある。例えば、資格証明についていえば、本来
は法人番号が分かれば、新システムを法務局シス
テムと連携させて、資格証明情報を取得すること
が可能である。そうすれば当事者の負担は軽減さ
れる。取得してから時間がたてば変わることもあ
り得るわけだが、それも防げる。不動産登記や戸
籍・住民票についても同様である。しかし、他シ
ステムとの連携・開発が必要なので、予算を確保
できるかという問題がある。

この問題は内閣官房の検討会において取り上げ
られたが、法制審では消極的であった。しかし、
法制審の民事執行・民事保全・倒産及び家事事件
等に関する手続（IT化関係）部会では、法務省か
らバックオフィス連携について検討していくとの
発言もなされている。

しかし、当面は、従来どおり紙の登記事項証明
書等を取得して、スキャナでPDFにして提出す
るという実務になることが予想される。

※13 ログインにおける本人認証、アップロードするデータの真正さの保証のためには、電子証明書を用いる方法もある。韓国の電子訴訟システムでは住民登録カード内の利用者証明用電子証明書が、シン
ガポールのeLitigationシステムではSingpassの電子証明書が利用されている。いずれの国も公的電子証明書の普及率が高い。日本でも今後マイナンバーカードの普及率が高まれば、同カード内の「利用
者証明用電子証明書」を使ってログインし、「署名用電子証明書」を使って署名押印に代わる措置を行うこともあり得る。
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（8）セキュリティ
前述のとおり、弁護士にとってはオンライン申

立てが義務化される。そうすると、今まで紙で保
管していた主張書面や書証を全てデータで保管す
ることになる。データで提出したものを、敢えて
保管コストのかかる紙にして保管する人は少ない
であろう。裁判所でも原本はデータとなる。そう
なると、法律事務所には大量の機微な情報が記載
されたデータが存在するという状況が現出する。

昨今、医療機関では、レセコン、電子カルテ、
検査記録を保管するPACSなどが普及し、かつリ
モートワークを実現するために外部との接続を可
能とするネットワーク機器やシステム（VPNな
ど）を利用するケースが増えている。それに目を
付けた悪質ハッカーが身代金型ウイルス（ランサ
ムウェア）による攻撃を行う例が増えている。こ
れに感染すると、データが暗号化されて使えなく
なる。悪質ハッカーは、①データを使えるように
してほしければ、そして、②データを外部に開示
されたくなければ、多額の身代金を支払え、と要
求してくる。これに応じなかった医療機関では長
期にわたって業務が停止した。

業務に必須のデータが大量に保管されていると
いう状況は、医療機関も法律事務所も同様となっ
ていく。そうなると、悪質ハッカーは今後、法律
事務所をいわゆる「カモ」として狙い撃ちにする

であろう。弁護士の場合、医療機関に対
する上記2つの脅迫に加えて、③懲戒請
求されたくなければ身代金を払え、とい
う脅迫も加わりそうである。調査による
と世界的に最も被害を受けている業界
は、弁護士業界がダントツで一位である。
身代金の平均支払額は約54万ドルであ
る。皮肉なことに、日本では司法のIT
化が進んでいないため、今のところ目
立った被害はないが、今後、オンライン
提出の義務化に伴い、世界の趨勢と変わ
らなくなる日が来ると予測する。 図11

このような状況に備えて、日弁連では
弁護士情報セキュリティ規程を定め、各
弁護士がそれぞれの環境に応じた取扱情

報の基本的な取扱方法を定めることを義務づけて
いる。今後、具体的な対策に関する各種情報提供
や研修がなされる予定だが、とりあえず情報処理
推進機構（IPA）が掲げている中小企業・小規模
事業者向けの情報セキュリティ 5か条を掲載して
おく。 図12

図11  �ランサムウェアの標的となっている業界（パロアルトネットワークス「2022年度版:Unit 
42 ランサムウェア脅威レポート」から抜粋）

図12  �情報セキュリティ5か条（IPAサイトから抜粋）
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07｜ 訴え提起
（1）アカウント

オンライン申立てを行うためには、新システム
にログイン（サインイン）しなければならない。
そのためには、行為者を特定し、アクセスを制御
するためのアカウントが必要になる。ネット
ショッピングを利用するときにメールアドレスな
どを登録して作成するアカウントと同様である。

訴訟代理人は、訴訟代理人アカウントを取得し、
当事者に代わってオンライン申立てを行うことが
できる。なお、当事者も本人アカウントを取得し
て、オンライン申立てを行うことができる。訴訟
代理人がついているものの、本人アカウントも取
得している場合、訴訟代理人は、本人アカウント
をそのまま使用するのではなく、訴訟代理人アカ
ウントにより、本人に代わって又は本人と共にオ
ンライン申立てを行うことになる。

なお、アカウントは、訴訟毎に複数取得するも
のではなく、一度取得すれば、複数の事件で共通
して使用することができる。

（2）アカウントの実現方法
アカウントは、新システムで設定される。ただ

し、現在、政府は行政機関の総合的な認証システ
ムとして「GビズID」を開発し、利用を広げよ
うとしている。新システムにおいてもGビズID
を利用すれば、1つのアカウントで、社会保険等
の行政サービスに加えて新システムを使えるの
で、利用者にとっては利便性がある。 図13

図13  �ＧビズＩＤ（前橋商工会議所サイトから抜粋）

ただし、GビズIDは取得できるのが法人等に
限定されているので、自然人についてはGビズ
ID以外の方法でアカウントを実現することが必
要となる。

（3）補助者のアカウント
GビズIDの場合、代表者が取得するプライム

アカウントと、従業員等が取得するメンバーアカ
ウントが用意されている。メンバーアカウントは、
プライムアカウントに代わって、全ての操作を行
うことが可能である。

一方、自然人が利用するアカウントを実現する
必要があるが、その場合も、障がい者やIT弱者
のために何らかのサポーターアカウントを設ける
必要性が高い。しかし、自然人の場合、非弁活動
の被害が心配なので、サポーターアカウントには
一定の制約が必要になろう。

事務職員も、弁護士が新システムを操作するこ
とを補助する必要がある。そのための特別なアカ
ウントが用意されることが予測される。弁護士の
場合も、事務職員との関係には様々なケースがあ
る。しかし、広く権限を授与する場合はGビズ
IDのメンバーアカウントの利用で問題はない。
権限を制限するのであれば、何らかの別途のしく
みが必要となろう。

なお、事務職員用のアカウントを用意すること
が面倒なので、弁護士のアカウントのIDとパス
ワードを教えようと考える人がいるかもしれな
い。しかし、それは規則等で禁止されるであろう。
IDとパスワードの共用は、それらの漏洩のリス
クを著しく高めるし、事故が起きたときに誰が操
作したのか分からなくなる。セキュリティ上大き
な問題がある。前記の身代金型ウイルスの餌食に
なりたくないのであれば、避けるべきである。

（4）ログイン（サインイン）
アカウントを取得したら、新システムにログイ

ン（サインイン）することが可能となる。Gビズ
IDを取得した場合には、GビズIDサイトからロ
グインすることとなる。 図14
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図14  �GビズIDのログイン画面

GビズIDのログインを行うためには、携帯電
話のショートメッセージに送られるコードを入力
する必要があるので、携帯電話番号の登録が必要
となる。

（5）義務と例外
弁護士（委任を受けた訴訟代理人）等には、オ

ンライン申立てが義務化されている（法132条の
11第1項）。しかし、新システムが停止してログ
インできないなど申立人の責めに帰すことができ
ない事由によってそれができないときには適用さ
れない（同条3項）。

責めに帰すことができない事由とは、どういう
場合を指すのかは、事例が蓄積されておらず、はっ
きり分からない。ただ、 表3 のようなことはい
えるのではないかと思われる。

表3  �オンライン申立義務の例外

例外の適否 具体例 備考

◎ 新システムの停止 法132条の11第3項に記載の
例示事項

○ 大規模ネットワーク
障害 報道等で疎明が容易

△ ラストワンマイルの
ネットワーク障害 帰責性はないが、疎明が困難

× 自己の支配下に
あるPC等の故障

可用性を確保することも
セキュリティの一要素

厄介なのは、いわゆるラストワンマイルの障害
（ネットワーク幹線ではなく支線で生じた一地区
限定の障害）である。その場合、障害発生の疎明
に困難を来す可能性がある。また、安全管理措置

を講ずることができる支配下のPC等の機器に障
害が発生した場合は、基本的には責めに帰すべき
事由があるということになるのではないか。セ
キュリティの一要素としての可用性を確保するこ
とは重要である。

なお、もし現実に機器が正常に作動しないとき
には、その様子を、例えばスマホで撮影し動画で
残すといった工夫も必要になろう。

（6）訴状の提出
アカウントも取れて、ログインも無事にできた

となると、次に訴えを提起することになる。具体
的にどのような画面とフローで訴えを提起するこ
とになるのかは、新システムの基本設計が完了し
ないと分からない。しかし、諸外国の例などから
すると、例えば管轄裁判所・事件名・当事者情報・
訴額などの類型的な情報は、あらかじめ固定的な
フィールドが用意され、そこに入れていくことに
なろう。それに対して、請求の趣旨・請求の原因
など非定型の文章で書く部分は、今までどおり
Word等を使って書いてファイル形式で提出する
ようになるのではないか。要するに、既存の訴状
の上半分は固定フィールドから入力し、下半分は

「請求の趣旨」「請求の原因」「甲1」「甲2」といっ
たファイルをアップロードする。 図15

図15  �フィールド入力とファイルアップロードの混合型予想

2021年10月に開催された日弁連の司法シンポ
ジウムでは、予想される事件管理システムの画面
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例を作成し、公表した。この画面例は今でも日弁
連のサイトで見たり操作したりすることができる。

URL:https://shimpo2021.
sakura.ne.jp/

（7）副本の提出
現在、訴状を書面で提出する場合、正本と副本

を提出する。オンライン提出なので双方ともオン
ラインで提出したいところである。しかし、一筋
縄ではいかない部分がある。

それは訴状の送達と関係がある。訴え提起によ
り初めて訴訟関係に巻き込まれる被告は、多くの
場合は新システムのアカウントを持っていない。
仮に持っていたとしても、例えば、「山田太郎」
という名前の被告が、同名の「山田太郎」という
名前のアカウントを持つ人物であるという保証は
ない。プライバシーに関わるので、間違いがあっ
てはいけないから、「たぶん一致するだろう」く
らいではまずい。そうなると基本的には書面で送
達せざるを得ない。

書面送達になると、紙が必要になる。その紙を
裁判所が用意するのか、原告が用意するのか、と
いうことが問題となる。裁判所が用意するとなる
と、原告はオンライン提出のみとなり、原告が用
意するとなると、原告が副本を紙で提出すること
になる。

現時点では、どちらになるのかはっきりしてい
ない。ただ、原告が紙で副本を提出すると、オン
ラインで提出した正本との一致が保証されている
のか?という問題がある。また、せっかくオンラ
イン提出により当事者の利便性を高めようとして
いるのに、やはり「一部紙ですよ」では、かけ声
倒れになってしまう。裁判所の手間といっても、
システム的に組み込んでしまえばボタン1つで副
本と宛名ラベルまで印刷することも可能であろう
から、ぜひとも裁判所で副本を印刷する方式を採
用してほしい。

（8）訴状提出の効果発生時期
法132条の10第3項は、新システムのファイ

ルに記録された時に、申立書面が裁判所に到達し
たものとみなす、としている。したがって、固定
フィールドに必要事項を記入し、請求の趣旨等の
ファイルをアップロードして、最終的に提出ボタ
ンを押して、新システムのデータベースに格納さ
れたタイミングで、訴状が裁判所に提出されたこ
とになるのではなかろうか。

（9）訴訟手数料
訴訟手数料については、ドラスチックな変更が

あった。郵便費用を別途納付する必要がなくなり、
訴訟手数料に一本化された。そして、郵便費用の
金額は 表4 のように一律化された。

総体として現在よりも郵便費用が安くなる。オ
ンライン提出により郵送が減り、裁判所全体とし
て郵便費用が削減されるからである。また、オン
ライン提出の方が安いので、多少のインセンティ
ブになっている。

しかし、これは実費の減少を勘案しての減額で
あり、オンライン申立てに誘導するためのインセ
ンティブの趣旨ではない。韓国では一律10%の
割引を実施して、オンライン提出に誘導している。
韓国では2021年の第一審でのオンライン提出比
率が91.2%に達している。※14 

（10）納付方法
オンラインの場合の納付の方法としては、法制

審の中間試案ではPay-easyを利用するとされて
いた。これは要綱案では触れられていないが、そ
のまま採用される可能性は高い。 図16

訴訟手数料が納付されると、送達がなされ訴訟
係属となる。送達については電子送達が可能と
なった。だが、訴訟係属中の送達・送付・直送と
の関係で統一的に説明する方が分かりやすいので

［後編］08 （次号掲載）で説明する。

表4  �郵便費用

書面申立て 原則2500円
オンライン申立て 1400円

※14 司法年鑑2021年
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（11）住所、氏名等の秘匿制度
ITとは直接関係はないが、今回の法改正で、原

告の住所・氏名等を秘匿して訴えを提起できる制
度が創設された（法133条）。この制度は2023年
2月25日に施行済みである。

住所・氏名等を被告などに知られることで「社
会生活を営むのに著しい支障を生ずるおそれがあ
る」場合に認められる。典型的には、原告がDV
や性犯罪の被害者であるなどの事例で活用され
る。手続としては、 図17 のようなものが予定さ
れている。

原告代理人となる弁護士にとっての注意点とし
ては、訴状にも訴訟委任状にも秘匿事項は記載し
ないことが必要である。秘匿事項届出書面にのみ
住所・氏名等を記載して、別途提出することにな
る。秘匿事項届出書面を新システムでどのように
提出するかは未定である。なお、mintsでは、秘
匿事項届出書面は書面で提出し、アップロードは
しないようにとの注意喚起がされている。�

（次号につづく）

※15 https://www.moj.go.jp/content/001386878.pdf

図16  �司法シンポにおける画面イメージとPay-easy納付番号等の例

図17  �法務省サイトから抜粋※15

［後編］目次 08  訴訟係属中　　 09  期日　　 10  判決　　 11  mints


